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　後半部の第 3 節および第 4 節では、占領軍の指導のもと、労働者の権利を守






















































































なる（石井 1916; 中央職業紹介事務局 1926; 花園 1930）。前述の花園は、1930（昭
和 5）年 3 月における前借金前借金 1200 円の「分け」の芸妓について実例を
挙げている。この月の稼高は 145 円 56 銭であり、総収入は 95 円 28 銭、総支





































































































1939（昭和 14）年 6 月から、待合・芸妓置屋・料理屋・貸座敷を含む娯楽にか
かわる接客業に対して、営業時間制限を加えた。さらに 1942（昭和 17）年には、
芸妓置屋および紹介営業の新規開業を禁止する方針を立てている。内務省もま
た、同年 7 月 16 日現在の芸妓数より増加することを認めないという内容を各
地方庁に通達した。1943（昭和 18）には、芸妓置屋や、芸妓の派遣先である待































1 月 21 日に発された連合国軍総司令官覚書「日本における公娼制度の廃止に
関する件」が通達されるまで廃止されることはなかった。これは、終戦を迎
えた 1945（昭和 20）年 8 月に特殊慰安施設協会（Recreation and Amusement 
Association）が設立された結果、米兵に性病が蔓延したために、日本政府に
花柳病（性行為感染症の総称、主に梅毒を指す）の撲滅を求めた連合国軍最高司
令官覚書 9 号が発された後のことである（藤野 2001; 藤目 2005）。この覚書に
ついて、内務省警保局は、1946（昭和 21）年 8 月 20 日に公娼や私娼のみなら
ず、「本人の意思に反して売淫を強制されることのある婦女子」を適用対象と
する指示を通達している。この中には、「給仕女」、「ダンサー」とともに「芸
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芸妓は系統的に娼妓と混同されていく。
　1946（昭和 21）年 11 月 3 日に公布された日本国憲法は、労働者の権利を保
護する諸法の制定を促した。特に、労働基準法は芸妓置屋営業者に大きな衝撃
をあたえたと考えられる（1947 年 4 月 7 日、法第 49 号）。同法は、中間搾取の
禁止を定めたほか（第 6 条）、賃金による前借金の相殺を禁止したほか（第 17
条）、未成年者の就業に関連して、芸妓稼業契約に影響する規制をかけている。
具体的には、親権者または後見人による未成年者に代わっての労働契約締結の
禁止（第 58 条）、未成年に代わっての賃金受けとりの禁止（第 59 条）である。
　さらに、1954（昭和 29）年には、「半玉」や「仕込み」として就業する未成
年の労働基準を規制する法律として、女子年少者労働基準規則が制定されてい
る（1954 年 6 月 19 日、労働省令第 16 号）。同法は、18 歳未満の女性の就業を制































12 月 2 日、警保局公安発第 75 号「最近の風俗取締について」）。第 2 節第 2 項で触
れた通り、娼妓取締規則をはじめとする近代日本の公娼制度に関わる法規は、
1946（昭和 21）年の連合国軍最高司令官覚書「日本における公娼制度に廃する










によって 4 種類に区分した（9）（神崎 1954: 62）。このうち、「芸者町」は風俗営業
法の許可を受けた業者の集合地帯であり、「準赤線区域」とされている（神崎 









だろうか。京都府では、1946（昭和 21）年 2 月 2 日の内務省警保局による娼妓
取締規則の廃止を待たず、同年 1 月 31 日に公娼制度を廃止している。売春防
止法が適用される 1958（昭和 33）年 3 月の時点では、14 の赤線地帯が存在し、
1,060 名の「赤線業者」および 1,517 名の「従業婦」が存在していた（京都府 
1960）。これらの「赤線業者」は、一斉転廃業の日と定められた 1958（昭和 33）
年 3 月 15 日を機に、府下全体の約 58%にあたる 613 名がお茶屋や貸席に集中
的に転業した（10）。しかしながら、同業者が急増したために深刻な経営不振に
陥り、同年 4 月末までに 39 軒が廃業し、間貸屋や旅館に転業している。また
「従業婦」の多くは芸妓に転業したため、元赤線地帯では、彼女たちを抱える
芸妓置屋が増加することになった（京都府 1960）。
　売春防止法の施行から 2 年を経た 1960（昭和 35）年の時点で、京都府全
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料以外の報酬をとることを禁止している。この通知以降、第 2 節第 2 項で触れ
た、検番による芸妓のあっせん行為は、有料職業紹介事業として認可を受けて










1949.3.29 朝刊 , 第 2 面）。





10 月 13 日、職発第 581 号「芸妓屋営業に対する取扱いについて」）。そのため、京
都市における芸妓組合の有料職業事業および労務者供給事業の認定はその効力
を失ったと推測できる。これを補足するために、労働省婦人少年局から各地の
婦人少年室長にあてて出された通知が、第 3 節第 1 項でとりあげた、芸妓置屋
を労働基準法による取り締まりとすると定めた「芸妓屋営業に対する取扱変









33）年の『京都新聞』の記事について検討したい。1958（昭和 33）年 4 月 24
日、京都労働基準局監督課長は、当時、京都花街連合会の会長をつとめていた




















4.30 夕刊 , 第 3 面 , 傍点は引用者による）。また、「深夜の定義もいろいろあろうが、
あくまで児
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童福祉法


























































































（8）1945 年の警保局警務課による調査によれば、1944 年 2 月末の時
点で 42, 568 名存在した芸妓のうち、実に 42, 039 名が休業を命じら
れていた。この 42, 039 名中、転業あるいは廃業した芸妓は 16, 614
名に上る。ただし、この休業者の内、別の業種として復活した者は 7, 
347 名にのぼり、そのうち 7, 131 名という圧倒的多数が「慰安施設」
での労働に従事していた。「慰安施設」業者の総計は 4, 842 軒であ
るが、そのうち元芸妓置屋経営者は 2, 068 名であり、ついで元待合
















（11）売春対策審議会は、1956（昭和 31）年 3 月に売春の禁止および
処罰を目的とする売春等処罰法案可決をめざす政府によって設置さ










祇園甲部 144 軒、祇園乙部（現在の祇園東）82 軒、先斗町 84 軒、
上七軒 23 軒、島原 18 軒、宮川町 230 軒としている。適用対象とな
る芸妓および舞妓は、祇園甲部 40 名、祇園乙部 15 名、先斗町 6 名、
上七軒 2 名、島原 1 人、宮川町 3 人であった。
（14）1957（昭和 32）年の時点で、京都府の芸妓総数は 724 名、お茶
屋総数は 702 軒であった（京都市観光局　1958）。






茶屋組合あるいは芸妓組合を指す。（1960 年 4 月 22 日発行『京都府
公報』, 第 3399 号）。現在、京都花街国民健康保険組合の事務所は
東山区清本町に位置している。
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いる、という評価もある（García & Surrallés 2005）。
　今日の先住民の生は、ローカルな人々だけではなく、先住民という集合的な
カテゴリーを書き換えていくグローバルな状況、中間集団として先住民をその
内部に位置づける国家の 3 つの異なるレベルに結びつくものとなっている。本
稿では、こうした異なるレベルが結びつき先住民であることが問題になる局面
を集合的な主体形成の場面ととらえ、パナマ共和国東部の先住民エンベラにお
けるその形成過程を考察する。
　太平洋と大西洋をつなぐ交易の中継点であるパナマでは、1903 年のコロン
ビアからの分離独立以前からエリートによる政治経済活動がその交易路の周囲
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